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The Annex VI on “Regulations for the Prevention of Air Pollution from Ships” in MARPOL 73/78 was revised to 

progressively reduce air pollutant emissions. The revised Annex VI went into effect in July 2010. This study estimated 

changes in air pollutant emissions from ship after the effect of the revised Annex VI and impact of the change in emission on 

air quality. For the estimate of change in ship emission from the present to 2050 in Japan, following assumptions were 

applied: the life of ship is 35 years; shipping tonnage is constant. The total amounts of NOX and SOX emission in the study 

region are expected to be decreased by 17.5% and 24.3% between the present and 2050, respectively. The WRF/CMAQ 

modeling system was utilized to predict the impact of the ship emission regulation on air quality in Kinki area. The results 

show that combination of ship emission regulation and land base VOCs regulation is more effective for the decreases of air 

pollutant concentrations in larger area. 
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1. はじめに 
近年，大気常時監視測定局データの解析から，日本にお

ける光化学オキシダント（主成分は O3）濃度は全国的に増

加傾向にあり，その原因として，東アジアにおける大気汚

染物質排出量の増加に伴う，大気汚染の広域化が挙げられ

ている。また，2007 年 5 月 8，9 日には大分県や新潟県で

観測史上初めて光化学スモッグ注意報が発令されるなど，

日本の広域で高濃度の光化学オキシダントが観測され，大

陸起源 O3の越境輸送による影響の顕在化が示唆された。こ

のように，光化学大気汚染は再び注目を集めており，その

実態把握のために広域数値シミュレーションモデルも用い

られるようになってきている。 

一方、陸上排出源の規制の進展とともに船舶排ガスの大

気汚染への影響が相対的に増大している。1)また, MARPOL
条約附属書 VI が 2010 年７月に発効されるなど船舶の排出

規制が強化されている。2) よって, 排出規制を導入した際

の船舶排出量の推移と大気汚染物質に与える影響を評価す

る必要がある。本研究では，いくつかのシナリオ（船舶寿

命、船腹量）から船舶排出量データを作成し, 気象/大気質

モデル WRF/CMAQ を用いて近畿圏を対象とするシミュレ

ーションを行い，船舶排出規制を考慮した場合の光化学オ

キシダント濃度に及ぼす影響を評価した。 
 
2. 計算手法 
2.1 数値モデルの概要 

数値計算モデルとして，気象モデルに Fifth-generation 
Mesoscale Model（MM5）（Grell et al., 1995）の次世代モデ

ルと位置付けられる Weather Research and Forecasting model
（WRF）（Skamarock and Klemp, 2008; Skamarock et al., 
2008）の Advanced Research WRF（WRF-ARW）のバージョ

ン 3.2.1 を使用した。3) 4) 5) 
また , 大気質モデルにアメリカの環境保護庁（EPA: 

Environmental Protection Agency）によって開発された大気

質モデル Community Multiscale Air Quality modeling system
（CMAQ）（Byun and Ching, 1999; Byun and Schere, 2006）の

バージョン 4.7.1 を使用した。 
 
2.2  計算条件 

計算期間は, 2008 年 7 月を評価対象とした。計算領域は, 
東アジア域を対象とする格子数 105×81 の 54km 格子領域

（D1）, 格子数 72×72 の 18km 格子領域（D2）, 近畿圏を

対象とする格子数 72×72 の 6km 格子領域（D3）の 3 領域

とした（Fig.1）。鉛直方向には，地表面から上空 100hPa ま

でを 24 層に分割し，地表面に接する層の中心高さは地上約

15m とした。WRF の初期・境界条件は, D1 には水平解像度

1° × 1°の全球データである米国環境予測センターの最終解

析データ（NCEP.FNL）を用いた。D2 には日本域で利用で

きる高解像度（地上データは, 0.05° × 0.0625°，各圧力平面

のデータは 0.1° × 0.125°）の気象庁メソ数値予報モデルの

客観解析値（GPV-MSM）を用い，GPV-MSM に含まれてい

ない地中・表面温度のみ NCEP.FNL を用いた。D3 の境界

条件は，D2 の計算結果を用いた。WRF の物理スキームは, 
積雲過程に Kain-Fritsch, 雲微物理過程に Sinple ice, 短波お

よび長波放射過程に Dudhia および RRTM, 大気境界層過程

に YSU, 地表面過程に Noah LSM を用いた。6) 7) 
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CMAQ の初期・境界条件は，D1 には CMAQ の初期設定

値を用いた。D2 および D3 の境界条件は，それぞれ D1 お

よび D2 の計算結果を用いた。CMAQ の化学スキームは, 気
相反応系に SAPRC99, エアロゾル反応系に AERO5 を用い, 
雲・液相反応オプションを使用した。8) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.3  排出量データ 

CMAQ に入力する大気汚染物質の排出量データとして, 
日本域には EAGrid2000-JAPAN を用いた。9) 

EAGrid2000-JAPAN は，基準年を 2000 年とし，月別およ

び平日・休日別に 24 時間変動が考慮され，日本全国を対象

に水平解像度約 1km × 1km で整備されたデータである。日

本国内の自動車起源排出量については，自動車 NOx・PM
法等による規制に伴う排出量削減を反映するために，兵庫

県下の自動車排ガス測定局における濃度低下率を乗じて補

正し 2008 年度の排出量を算定した。その他のアジア地域に

ついては SO2, NOx, CO, 人為起源 VOC, PM に 2006Asia 
Emissions forINTEX-B, NH3 に REAS, 植生起源 VOC に

EAGrid2000 を用いた。10) これらのデータの水平解像度は

0.5° × 0.5°である。11) さらに火山起源排出量や全球データ

の ARCTAS Pre-missionEmission Inventory を組み合わせて

使用した。また, 船舶排出データについては、以下に述べ

る排出規制シナリオを適用した。12) 13) 14) 
 
3.  排出規制シナリオ 

船舶排出規制シナリオでは、国際海事機関（IMO）の規

制に基づいた３つの条件を仮定した。Fig. 2, 3 に IMO 規制

における NOx, 燃料中硫黄分の規制値を示す。 
NOx, 燃料中硫黄分の IMO 規制は, 計画通りに施行され

るものとする。まず、1 つ目の条件として日本周辺海域を

排出規制海域（ECA）と仮定した。ECA では, 2016 年以降

に建造される新船舶を対象に現行規制よりも厳しい規制が

設定される。2 つ目の条件として, 日本海域を航行する船

腹量を一定とした。これは, 2000 年以降日本商船船腹量が

横ばいであることから仮定した。(日本船主協会） 
3 つ目の条件として, ロイド船級協会の資料を参考に船

齢の寿命を 35 年とした。これらの条件下での 2000 年から

2050 年の船舶排出量の推移を Fig.4 に示す。（2000 年の排

出量を 100 とする） NOx, SOx 排出の両方とも, 2016 年まで

緩やかに, それ以降はECAの導入により急激に減少するこ

とが予測される。計算ケースは , 2008 年の現況ケース

（2008_present）,2050 年の船舶排出規制時ケース（2050）
とした。両方のケースとも, 2008 年 7 月の気象場で計算を

行った。Fig. 5 に, 2008 年と 2050 年の D3 内全排出量を示

す。NOx 排出量は, 17.5%減少し, SOx 排出量は, 24.3%減少す

ることが予測された。 
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Fig. 1. Modeling domains for CMAQ 

Fig. 2. Limit to NOx emission from ship 
According to IMO regulation 

Fig. 3. Limit to sulfur content in ship fuel oil,
According to IMO regulation 

Fig. 4. Transition of ship emissions from 2000 to 2050 
(The proportion in 2000 is 100) 

Fig. 5. Emissions in D3 in 2008 and 2050 



4.  結果 
4.1  NO2 and Aerosol SO4

2-
 concentrations 

Fig.6.a, b に現況ケースの月平均 NO2 濃度の空間分布と

規制時での濃度差の空間分布を示す。現況ケースでは, 船
舶の排出が多い港湾域で高濃度となっている。一方で , 
2050 年の規制時では , 月平均 NO2 濃度が沿岸域で最大

28ppb 減少する。 
Fig.7.a, b に現況ケースの月平均 Aerosol SO4

2-
濃度の空

間分布と規制時での濃度差の空間分布を示す。現況ケース

では, 船舶の排出が多い港湾域で高濃度となっている。一

方で, 2050 年の規制時では, 月平均 Aerosol SO4
2-
濃度が沿

岸域で最大 3.9µg/m3
減少する。これらの結果は, 船舶排出

規制が沿岸部において NO2 と Aerosol SO4
2-
濃度減少に大

いに寄与することを示す。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.2  O3 concentrations 

O3 生成に関わる光化学反応は, 様々な種類の VOCs が関

連しているために複雑な反応である。トルエン, キシレン

のような Aromatics, ブテン, ヘキセンのような Olefins が, 
O3 光化学生成反応に大いに寄与している。 

したがって, これらの化合物の陸上源排出規制を船舶排

出規制に加えて想定した。塗装, 印刷, 燃料蒸発を含む蒸

発発生源の Aromatics, Olefin 排出を 0 とした。その結果, D3
内における人為的 VOC 排出が 26.7%減少した。(583Mg/y) 
3 節で述べた排出ケースの他に, 現況ケースに蒸発発生源

の VOC 排出規制を導入したケース(2008_VOCred), 船舶排

出規制ケースに蒸発発生源の VOC 排出規制を導入したケ

ース（2050_VOCred）を加えた。 
  Fig.8a に現況ケースの 13 時の月平均 O3 濃度分布を示す。 
自動車や工場等の陸上排出源が多い都市部や内陸部で濃度

が高くなって, 沿岸部や海域では比較的低くなっている。 
 排出規制の影響を考察するために, 現状ケースと各計算 
ケースとの 13 時の月平均 O3濃度差を Fig.8b(2008_VOCred), 
c (2050), d(2050_VOCred)に示す。 
 2050 のケースでは, O3 消滅反応に寄与する NO の減少に

より瀬戸内海または沿岸部で濃度が上昇している。内陸部

では, O3 生成反応に寄与する NO2 輸送の減少により最大で

3.0pp 減少している。(陸域平均 0.2ppb) したがって, 船舶排

出規制は沿岸部から少し離れた地域の O3 濃度減少に影響

を与えることが示された。 
 2050_VOCred のケースでは, 陸域で最大 4.6ppb 濃度が減

少した。(陸域平均 1.4ppb) 2008_VOCred のケースと比べる

と, より広範囲で O3 濃度減少が見られる。 
Fig.9 に, 風が強く気温が高い気象条件下である 7 月 21

日 13 時の O3 濃度の分布図を示す。広範囲で顕著な濃度減

少が見られた。また, 船舶排出規制を導入したケースでは

沿岸部または海域の O3 濃度増加が見られるが, 現状ケー

スにおいて低濃度であるので規制導入後でも環境基準値を

満たす値となっている。 
 これらの結果により , 船舶排出規制は , 蒸発発生源の

VOC削減と組み合わせて実施することで, より広範囲で効

果的な濃度減少に貢献できることが示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5.  結論 
 本研究では , 船舶排出量データにいくつかのシナリオ

（船舶寿命 35 年、船腹量一定、建造年ごとの船舶割合）を

作成し気象/大気質モデルである WRF/CMAQ を用いて近畿

圏を対象とするシミュレーションを行い，船舶排出規制を

考慮した場合の光化学オキシダント濃度に及ぼす影響を評

Fig. 6. Spatial distributions of (a) NO2 concentration
 in 2008_present and (b) NO2 concentration difference 

between in 2050 and in 2008_present in D3. 
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価した。 
 船舶排出規制を導入した場合, 2050 年で月平均 NO2 濃度

が沿岸域で最大 28ppb 減少し, 月平均 Aerosol SO4
2-
濃度が

最大 3.9µg/m3
減少することが予測された。 

 船舶排出規制だけを導入したケースで , 陸域で最大

3.0ppb 濃度が減少した。(陸域平均 0.2ppb) また, 船舶排出

規制と蒸発発生源の VOC 削減の両方を導入したケースで, 
陸域で最大 4.6ppb 濃度が減少した。(陸域平均 1.4ppb) 
  これらの結果により , 船舶排出規制は , 蒸発発生源の

VOC削減と組み合わせて実施することで, より広範囲で効

果的な濃度減少に貢献できることが示された。 
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(a)

Fig. 9. Spatial distributions of O3 concentrations at 13h on July 21. 
(a) O3 concentrations in 2008_present, 

 (b) the concentration differences between in 2008_VOCreg and in 
2008_present, (c) between in 2050 and in 2008_present and 
 (d) between in 2050_VOCred and in 2008 _present in D3 


